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外航海運に関するデータ P20～49

12 外航船の運航体制

LNG燃料を使用することで、CO2排出量の約40%の削
減を見込みます。風力を利用した自動カイト（凧）システ
ム“Seawing”を搭載し、さらにCO2排出量の削減を目指
します。2024年3月に竣工予定です。

LNG燃料焚き・
自動カイトシステム搭載
大型ばら積み船

2022年3月に竣工した次世代環境対応船。LNG燃料化
と船型改良により、従来の重油焚き機関と比べ、輸送
単位あたりのCO2排出量を約40%改善し、硫黄酸化物
の排出量は約99%、窒素酸化物は約86%の削減を見込
みます。

LNG（液化天然ガス）を主燃料とする
自動車専用船

2022年10月に竣工した硬翼帆式風力推進装置を搭載
した石炭輸送船。伸縮可能な帆（硬翼帆）は風の推進力
を得ることで、GHG排出量を削減でき、帆１本で従来
の同型船に比べ５～８％のGHGの削減を見込みます。

硬翼帆式風力推進装置を搭載した
大型ばら積み船

貨物としてアンモニアを運搬し、航海中はその貨物及び貨物
から気化するアンモニアガスを燃料として動くコンセプトの
アンモニア燃料アンモニア輸送船。2026年度の就航を目指
します。
船舶を動かす主機においてアンモニア燃料混焼率最大95%、
発電機を動かす補機においてアンモニア燃料混焼率80%以上
を達成することによるGHG排出量削減を狙います。

アンモニアガスを燃料とした
アンモニア輸送船

外航船は、船長、機関長をはじめとする「職員」と呼ばれ
る船員と、職員をサポートする「部員」と呼ばれる船員が
協力して24時間体制（4時間ごとの3交代制）で運航されて
います。全長400ｍにもなる大型コンテナ船でも乗組員
はわずか22～24人程度です。

日本の船会社では、2050年までに船からの温室効果ガス（GHG）ネットゼロ
を目指し、最先端の省エネ技術や低炭素燃料を取り入れた船の導入などに
力を入れています。

GHG排出削減への取り組み15運航体制

※他の職員が兼務

船 長

通信長

事務部員
3人

 機関部員
６人

甲板部員
６人

機関長 一等機関士 二等機関士 三等機関士

一等航海士 二等航海士 三等航海士

13 日本経済を支える外航日本人船員と外国人船員

外航日本人船員数の推移 日本商船隊を支える船員の割合

外航船に乗り組む日本人船員は1974年をピークに減少しています。現在、日本の船会社が運航する船（日本商船隊）の乗組員は推定6万人弱で
すが、ほとんどが外国人で一番多いのがフィリピン人船員です。日本人と外国人の船員が力を合わせて、世界と日本の経済を支えているのです。
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出典：日本船主協会「海運業界の挑戦　
　　　－地球・海洋環境の保全に向けて－」

  大気汚染対策
●エンジンの改善
●燃料の改善

   海洋汚染対策
●油流出の未然防止、
　被害の最小化
●汚水や廃棄物の
　処理

生物多様性への配慮
●外来生物の
　越境移動の防止

資源循環への貢献
●廃船の再資源化
●解体時の環境・
　安全対策の徹底

地球温暖化対策
　   ●燃費改善
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PM等
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（船の解体／
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14 日本海運の
環境問題とSDGs

日本の海運は、事業活動に伴うさまざまな
環境負荷を認識し、それらの負荷を小さく
するよう対策をとるとともに、省エネ運航
の改善や技術革新に取り組み、持続可能な
開発目標（SDGｓ）に貢献しています。
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約2,100人
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インド
13.1%

ミャンマー
4.1%

その他
11.9%

日本
1.5%
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内航海運
　国内の貨物輸送というとトラックや鉄道が思い浮かぶと
思いますが、島国である日本では古くから船が使われてい
ます。内航海運は、国内貨物輸送の約4割、特に石油製品、
鉄鋼、セメントなど産業に不可欠な物資については8割以
上を輸送し、国内における大量・長距離輸送の担い手とし
て活躍しています。

　トラック等で行われている貨物輸送を環境負荷の小さ
い船舶や鉄道に転換することをモーダルシフトといいます。
　近年は、二酸化炭素排出量の削減や物流の効率化等の
観点から、少子高齢化によるトラックドライバー不足等
の背景もあり、内航海運へのモーダルシフトが推進され
ています。

船（内航海運）のシェアは、輸送活動量※では
約40％にも及んでいます。

船（内航海運）が輸送している貨物は、多い順に石油製品、石灰石等、製造
工業品、鉄鋼等、セメントなどとなっています。

内航海運に関するデータ P50～55

輸送機関別の輸送割合 船の品目別輸送活動量 １トンキロ輸送するのに必要なエネルギー消費量

1 国内貨物の約４割を担う
内航海運

2 生活や産業に必要な物資を輸送

内航海運の船は1トンの貨物を1km運ぶのに必要なエネルギー消費量が
他の輸送機関より少なく、エネルギー効率のよい輸送機関として期待されています。

5 環境にやさしい内航海運

災害時は、鉄道やトラック輸送に障害が出る中、タンカー
やRORO船などの内航船が、緊急・支援物資を被災地に
輸送しています。こうした内航海運の活躍が評価され、
災害時などの物流インフラとして再認識されるとともに、
内航海運の重要性に対する国民の認識も広がっています。

3 高まる内航海運への期待

石油製品

石灰石等

製造工業品

鉄鋼等

セメント

特種品

化学薬品・肥料・その他

自動車等

砂利・砂・石材

農林水産品

石炭

その他製品等

その他産業原材料

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450
（百万トンキロ） 0 5 10 15 20 25 30

（千キロジュール/トンキロ）

航空（国内線）

自家用貨物車

営業用貨物車

鉄道

内航海運

7分の1

30歳未満の船員数の推移 賃金の比較

内航海運は若い人を求めています。ここ数年間で30歳未満の船員が増えてきています。
さらに、賃金も全産業に比べ3割以上高く、魅力ある職場環境づくりに努めています。

4 内航船員
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内航海運 全産業 運輸・郵便業 製造業
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3,935 4,046 4,000 
46.0

27.3

内航海運
40.0%

自動車
55.4%

鉄道
4.5%

航空
0.1%

34.4

26.4

※輸送量に移動距離をかけたもの。
　輸送トンキロと呼ばれる。
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海事クラスター
　船会社が船を建造し運航すると、造船会社をはじめさま
ざまな産業が直接、間接的に関係します。このように関係
する産業群のことを、ぶどうの房（クラスター）が隣り合って
密集していることになぞらえて産業クラスターといい、特に

船会社関連の産業群は「海事クラスター」と呼ばれています。
　海運大国であり造船大国でもあるわが国の海事クラス
ターの売上高や従業員の規模は大きく、日本全体に与える
影響が大きいことがわかっています。

世界各国からの物資を輸出入する船を運航する
船会社とその玄関口の港湾は海事クラスターの
中核的産業

最新鋭の技術力を持つわが国の造船会社もその一つ

高品質の船の機器を開発・製造し、わが国の
海事産業を支える舶用工業

海事クラスターに関するデータ P56～57

出  典

海事産業
（中核的産業）

海事産業
（中核的海事産業以外）

海事産業の
隣接産業

船 会 社 倉庫・物流

造船会社

金　融

海洋土木 マリンレジャー 調査研究漁業・水産

損害保険 学　校
（船員教育）

商　社

小売・卸売

製  紙

穀  物

家  電

鉄  鋼

自動車

石  油

電  力

ガ  ス

港　湾

舶　用
（船の機器）

外航海運　1 船腹量：UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT」（2021
年以降）・IHS「WORLD FLEET STATISTICS」（1995年以降）・Lloyd’s Register 
of Shipping「STATISTICAL TABLES」各年版（1990年以前）、海上輸送量：
Clarksons「SHIPPING REVIEW DATABASE」（1990年以降）・Fearnleys

「REVIEW」各年版（1985年）　2Clarksons Reserch「WORLD FLEET MONITOR」、
国土交通省海事局（2022年の数値）　3 UNCTAD「REVIEW OF MARITIME 
TRANSPORT 2022」　4令和3年度「食料需給表」、令和3年「木材需給表」、

「エネルギー白書2023」、「鉄鋼統計要覧」2022年版、帝国書院HP、統計資料（石
炭・原油・LNGは2021年度、木材は2021年、鉄鉱石は2020年、大豆は2021
年度、綿花は2014年の数値） 　5 国土交通省海事局、財務省貿易統計（2022年

の数値） 6、7、8、9国土交通省海事局（2022年の数値） 　�国土交通省海事局
（2022年数値）、全日本海員組合（2023年5月の数値）

内航海運　1国土交通省海事局（2021年度の数値）　2 国土交通省「内航船舶輸
送統計年報」（2021年度の数値）　4国土交通省海事局、国土交通省「船員労働
統計」　5 国土交通省海事局（2021年度の数値）

（注）各グラフの数値は、端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。
画像提供 （50音順）

海上自衛隊護衛艦隊、海上保安庁、川崎汽船（株）、（株）神田造船所、近海郵船（株）、
栗林商船（株）、（株）商船三井、日鉄物流（株）、トヨフジ海運（株）、ナカシマプロペラ

（株）、日本郵船（株）
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海事クラスター
　船会社が船を建造し運航すると、造船会社をはじめさま
ざまな産業が直接、間接的に関係します。このように関係
する産業群のことを、ぶどうの房（クラスター）が隣り合って
密集していることになぞらえて産業クラスターといい、特に

船会社関連の産業群は「海事クラスター」と呼ばれています。
　海運大国であり造船大国でもあるわが国の海事クラス
ターの売上高や従業員の規模は大きく、日本全体に与える
影響が大きいことがわかっています。

世界各国からの物資を輸出入する船を運航する
船会社とその玄関口の港湾は海事クラスターの
中核的産業

最新鋭の技術力を持つわが国の造船会社もその一つ

高品質の船の機器を開発・製造し、わが国の
海事産業を支える舶用工業

海事クラスターに関するデータ P56～57

出  典

海事産業
（中核的産業）

海事産業
（中核的海事産業以外）

海事産業の
隣接産業

船 会 社 倉庫・物流

造船会社

金　融

海洋土木 マリンレジャー 調査研究漁業・水産

損害保険 学　校
（船員教育）

商　社

小売・卸売

製  紙

穀  物

家  電

鉄  鋼

自動車

石  油

電  力

ガ  ス

港　湾

舶　用
（船の機器）

外航海運　1 船腹量：UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT」（2021
年以降）・IHS「WORLD FLEET STATISTICS」（1995年以降）・Lloyd’s Register 
of Shipping「STATISTICAL TABLES」各年版（1990年以前）、海上輸送量：
Clarksons「SHIPPING REVIEW DATABASE」（1990年以降）・Fearnleys

「REVIEW」各年版（1985年）　2Clarksons Reserch「WORLD FLEET MONITOR」、
国土交通省海事局（2022年の数値）　3 UNCTAD「REVIEW OF MARITIME 
TRANSPORT 2022」　4令和3年度「食料需給表」、令和3年「木材需給表」、

「エネルギー白書2023」、「鉄鋼統計要覧」2022年版、帝国書院HP、統計資料（石
炭・原油・LNGは2021年度、木材は2021年、鉄鉱石は2020年、大豆は2021
年度、綿花は2014年の数値） 　5 国土交通省海事局、財務省貿易統計（2022年

の数値） 6、7、8、9国土交通省海事局（2022年の数値） 　�国土交通省海事局
（2022年数値）、全日本海員組合（2023年5月の数値）

内航海運　1国土交通省海事局（2021年度の数値）　2 国土交通省「内航船舶輸
送統計年報」（2021年度の数値）　4国土交通省海事局、国土交通省「船員労働
統計」　5 国土交通省海事局（2021年度の数値）

（注）各グラフの数値は、端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。
画像提供 （50音順）

海上自衛隊護衛艦隊、海上保安庁、川崎汽船（株）、（株）神田造船所、近海郵船（株）、
栗林商船（株）、（株）商船三井、日鉄物流（株）、トヨフジ海運（株）、ナカシマプロペラ

（株）、日本郵船（株）
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153.730万
総トン

世界計

国別・船種別船腹量

船舶登録別
船腹量

世界の船種別
船腹量

船舶登録別船腹量

世界の船種別船腹量

2
世界の船舶登録国別船腹量はパナマ、リベリア、マーシャル諸島等が上位を占める。船種別では、ばら積貨物船、オイルタンカー、コン
テナ船の順となっている。

アジア各国の支配船腹量3

（注） ①中国には、香港及び台湾を含まない。
　　 ②2022年末の数値。
　　 ③端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

アジア主要国の船会社が実質保有する船の船腹量が世界の45.5％を占め、そのうち、日本、中国の割合が52.0％を占める。

（注） ①2022年末の数値。
 　　②端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

主要品目別海上輸送量と船腹量1
世界の海上輸送量は、2020年に新型コロナウイルス感染症の影響等で減少したが2021年に回復。2022年は前年比0.5％の減少で
ほぼ現状維持となった。世界の船腹量は1990年より毎年増加しており、2022年は前年比3.0％の増加。

出典：Clarksons「SHIPPING REVIEW DATABASE」、UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT 2022」、 IHS「WORLD FLEET STATISTICS」
　　　Lloyd's Register of Shipping「STATISTICAL TABLES」、Fearnleys「REVIEW」
　　

2022年において世界の主要品目別海上輸送量は、石油25.2％、鉄鉱石12.4％、石炭10.2%、穀物4.3％を占めている。
近年ではコンテナ貨物を含むその他貨物の割合が増加し、2022年では47.8％を占める。

外航海運 世界の海運

（注） ①海上輸送量について1985年はFearnleys「REVIEW」各年版。　②1990年までの船腹量については、Lloyd's Register of Shipping「STATISTICAL TABLES」各年版による
　　年央値であり、1995年以降はIHS「WORLD FLEET STATISTICS」による年末値である。　③1995年以降の船腹量は、漁船等を除いた値である。　④端数処理のため、末尾の
　　数字が合わない場合がある。　⑤2021年以降の船腹量はUNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT」による年末値である。 （注）  ①2022年1月の数値。　②対象船舶は1,000総トン以上の船舶である。端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

出典：Clarksons Reserch「WORLD FLEET MONITOR」

（百万トン）世界の主要品目別海上輸送量
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船腹量
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出典： UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT 2022」

原油

石油製品

鉄鉱石

石炭

穀物

その他
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100.0
15.5
15.2
12.0
8.3
6.0
5.3
5.3
4.0
2.3
2.0
1.5
1.4
1.4
1.3
1.1
1.0
0.9
0.8
0.8
0.7

13.4

153,730
23,880
23,330
18,400
12,690
9,200
8,150
8,140
6,140
3,520
3,080
2,230
2,180
2,120
1,990
1,700
1,480
1,370
1,220
1,180
1,120

20,610

105,483
8,175
4,821
4,180
2,537
3,199
1,955
8,332
1,275
1,214
5,225

591
11,434
1,005

729
684

2,150
1,276

269
966

1,860
43,606

世界合計
パナマ
リベリア
マーシャル諸島
香港
シンガポール
マルタ
中国
バハマ
ギリシャ
日本
デンマーク
インドネシア
キプロス
マディラ諸島
ノルウェー
韓国
イタリア
マン島
イラン
インド
その他

世界計
ばら積貨物船
オイルタンカー
コンテナ船
液化ガス船
旅客船・RORO船等
一般貨物船
自動車専用船
ケミカル船
その他

153,730 
53,840 
35,730 
27,370 
10,030 
6,610 
5,210 
3,790 
3,220 
7,940 

100.0
35.0
23.2
17.8
6.5
4.3
3.4
2.5
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153.730万
総トン

世界計

国別・船種別船腹量

船舶登録別
船腹量

世界の船種別
船腹量

船舶登録別船腹量

世界の船種別船腹量

2
世界の船舶登録国別船腹量はパナマ、リベリア、マーシャル諸島等が上位を占める。船種別では、ばら積貨物船、オイルタンカー、コン
テナ船の順となっている。

アジア各国の支配船腹量3

（注） ①中国には、香港及び台湾を含まない。
　　 ②2022年末の数値。
　　 ③端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

アジア主要国の船会社が実質保有する船の船腹量が世界の45.5％を占め、そのうち、日本、中国の割合が52.0％を占める。

（注） ①2022年末の数値。
 　　②端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

主要品目別海上輸送量と船腹量1
世界の海上輸送量は、2020年に新型コロナウイルス感染症の影響等で減少したが2021年に回復。2022年は前年比0.5％の減少で
ほぼ現状維持となった。世界の船腹量は1990年より毎年増加しており、2022年は前年比3.0％の増加。

出典：Clarksons「SHIPPING REVIEW DATABASE」、UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT 2022」、 IHS「WORLD FLEET STATISTICS」
　　　Lloyd's Register of Shipping「STATISTICAL TABLES」、Fearnleys「REVIEW」
　　

2022年において世界の主要品目別海上輸送量は、石油25.2％、鉄鉱石12.4％、石炭10.2%、穀物4.3％を占めている。
近年ではコンテナ貨物を含むその他貨物の割合が増加し、2022年では47.8％を占める。

外航海運 世界の海運

（注） ①海上輸送量について1985年はFearnleys「REVIEW」各年版。　②1990年までの船腹量については、Lloyd's Register of Shipping「STATISTICAL TABLES」各年版による
　　年央値であり、1995年以降はIHS「WORLD FLEET STATISTICS」による年末値である。　③1995年以降の船腹量は、漁船等を除いた値である。　④端数処理のため、末尾の
　　数字が合わない場合がある。　⑤2021年以降の船腹量はUNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT」による年末値である。 （注）  ①2022年1月の数値。　②対象船舶は1,000総トン以上の船舶である。端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

出典：Clarksons Reserch「WORLD FLEET MONITOR」

（百万トン）世界の主要品目別海上輸送量
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出典： UNCTAD「REVIEW OF MARITIME TRANSPORT 2022」
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グラフ内の数値は構成比（％）

出典：Clarksons Reserch「World Shipyard Monitor」
          IHS「WORLD FLEET STATISTICS」

出典：TRAMP Data Service「WORLD MARITIME ANALYSIS」 作成：（公財）日本海事センター

（年）

（注）① ヨーロッパ内の主要造船国は、ルーマニア、ドイツ、イタリア、ノルウェー等。2014年はヨーロッパは34カ国で算出。
　　   ②その他に含まれる主要造船国は、台湾、インド等。
　　  ③1995年の中国建造量は、その他に含む。
        ④2015年以降はClarksons Reserch「World Shipyard Monitor」による年末値である。
        ⑤端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

（注）①BDI（The Baltic Exchange）及びWS（中東／極東）は、TRAMP Data Service集積資料による。
　　　②BDI（Baltic Dry Index）：乾貨物の海上輸送運賃指数（総合指数、1985年1月を基準（=1,000））
　　　　The Baltic Exchangeが毎営業日に、ドライマーケットの成約情報を1985年以来、一定の基準で継続発表している指数であり、乾貨物運賃の変動推移を示している。
　　　③WS（World Scale Rate）はVLCC（24万D/W）、積地は中東、揚地は極東。

商船建造量4 海運市況6
2022年の日本の商船建造量は960万総トン。日本と韓国、中国が世界の9割以上を占める三大造船国となっている。 2022年のドライバルク市況は前半活況であったものの、5月から8月までは下げ相場が続き、9月にはコロナ前の水準まで下がった。

米国の金融引き締めによる世界景気の減速懸念が反映されたことが背景にある。タンカー市況は前年来の低調な流れが続いたものの、
ロシア・ウクライナ危機発生後、米国積み欧州向けの荷動きが増加したこと、さらには米国の国家石油戦略備蓄放出などにより長
距離のトレードが増加してVLCCの需給バランスが改善した。その結果、22年後半は市況が堅調に推移した。

船舶解撤量5
2022年の世界の船舶解撤量は1,143万重量トン。国別では、バングラデシュ、インドが多く、この2カ国で68％を占めている。
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グラフ内の数値は構成比（％）

出典：Clarksons Reserch「World Shipyard Monitor」
          IHS「WORLD FLEET STATISTICS」

出典：TRAMP Data Service「WORLD MARITIME ANALYSIS」 作成：（公財）日本海事センター

（年）

（注）① ヨーロッパ内の主要造船国は、ルーマニア、ドイツ、イタリア、ノルウェー等。2014年はヨーロッパは34カ国で算出。
　　   ②その他に含まれる主要造船国は、台湾、インド等。
　　  ③1995年の中国建造量は、その他に含む。
        ④2015年以降はClarksons Reserch「World Shipyard Monitor」による年末値である。
        ⑤端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

（注）①BDI（The Baltic Exchange）及びWS（中東／極東）は、TRAMP Data Service集積資料による。
　　　②BDI（Baltic Dry Index）：乾貨物の海上輸送運賃指数（総合指数、1985年1月を基準（=1,000））
　　　　The Baltic Exchangeが毎営業日に、ドライマーケットの成約情報を1985年以来、一定の基準で継続発表している指数であり、乾貨物運賃の変動推移を示している。
　　　③WS（World Scale Rate）はVLCC（24万D/W）、積地は中東、揚地は極東。

商船建造量4 海運市況6
2022年の日本の商船建造量は960万総トン。日本と韓国、中国が世界の9割以上を占める三大造船国となっている。 2022年のドライバルク市況は前半活況であったものの、5月から8月までは下げ相場が続き、9月にはコロナ前の水準まで下がった。

米国の金融引き締めによる世界景気の減速懸念が反映されたことが背景にある。タンカー市況は前年来の低調な流れが続いたものの、
ロシア・ウクライナ危機発生後、米国積み欧州向けの荷動きが増加したこと、さらには米国の国家石油戦略備蓄放出などにより長
距離のトレードが増加してVLCCの需給バランスが改善した。その結果、22年後半は市況が堅調に推移した。

船舶解撤量5
2022年の世界の船舶解撤量は1,143万重量トン。国別では、バングラデシュ、インドが多く、この2カ国で68％を占めている。
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食料自給率2

出典：林野庁「木材需給表」

国産材・外材別の木材需要（供給）量（丸太換算）3
木材自給率は、1965年には71.4％であったが、1975年までに大きく減少し、2000年には18.2％にまで落ち込んだ。2000年以降は
緩やかに増加し、2021年には35.9％となった。
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30.8

主な資源の対外依存度1
わが国は衣食住の面で欠くことのできない多くの資源を輸入に頼っている。エネルギー資源である原油は中東諸国から、石炭はオー
ストラリアから、LNGはオーストラリア、マレーシア、ロシアからの輸入が多い。工業原料である鉄鉱石、原料炭はオーストラリアからの
輸入が多い。

わが国の暮らしと輸入依存率
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（注） ①とうもろこし（飼料）・大豆・小麦・砂糖類・果実・魚介類・肉類・米・木材については
　　　 2021年度の数値（概算）。
　　 ②原油・LNG・LPG・石炭は2021年度、鉄鉱石は2020年、エビ・天然ゴムは2018年、
　　　 羊毛・綿花は2014年の数値。
　　 ③衣類は2022年の輸入浸透率。
　　 ④輸入先について、木材は2021年のデータ。他は2022年のデータ。
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　　　帝国書院HP統計資料、「日本のアパレル市場と輸入品概況2023」
　　　（以上、対外依存度）
　　　財務省貿易統計、「森林・林業白書」令和4年度版（以上、輸入先）

米を始めとする主食用穀物を除き、食料自給率は1960年代より減少傾向だったが、近年では横ばい傾向である。
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出典：林野庁「木材需給表」

国産材・外材別の木材需要（供給）量（丸太換算）3
木材自給率は、1965年には71.4％であったが、1975年までに大きく減少し、2000年には18.2％にまで落ち込んだ。2000年以降は
緩やかに増加し、2021年には35.9％となった。
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主な資源の対外依存度1
わが国は衣食住の面で欠くことのできない多くの資源を輸入に頼っている。エネルギー資源である原油は中東諸国から、石炭はオー
ストラリアから、LNGはオーストラリア、マレーシア、ロシアからの輸入が多い。工業原料である鉄鉱石、原料炭はオーストラリアからの
輸入が多い。
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（注） ①とうもろこし（飼料）・大豆・小麦・砂糖類・果実・魚介類・肉類・米・木材については
　　　 2021年度の数値（概算）。
　　 ②原油・LNG・LPG・石炭は2021年度、鉄鉱石は2020年、エビ・天然ゴムは2018年、
　　　 羊毛・綿花は2014年の数値。
　　 ③衣類は2022年の輸入浸透率。
　　 ④輸入先について、木材は2021年のデータ。他は2022年のデータ。
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出典：令和3年度「食料需給表」、令和3年「木材需給表」、
　　　「エネルギー白書2023」、「鉄鋼統計要覧」2022年版、
　　　帝国書院HP統計資料、「日本のアパレル市場と輸入品概況2023」
　　　（以上、対外依存度）
　　　財務省貿易統計、「森林・林業白書」令和4年度版（以上、輸入先）

米を始めとする主食用穀物を除き、食料自給率は1960年代より減少傾向だったが、近年では横ばい傾向である。
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わが国の品目別
海上貿易量及び貿易額

3

わが国の貿易は原材料やエネルギー資源に加
え、白物家電や衣類などの消費財を輸入し、
機械や自動車といった付加価値の高い製品を
輸出する構造となっている。
重量ベースでは、輸入が82.1％を占め、この
うち3／4以上を液体貨物、石炭、鉄鉱石が
占めている。一方、金額ベースでは輸出の割
合が43.2％にのぼっている。

世界におけるわが国の荷動き量、GDPシェア4
わが国の荷動き量のシェアは、1992年時点では16.6％であったが、それ以降低下傾向が続き、2021年は7.1％。
同じくわが国のGDPシェアについても、1992年は15.1％で、以降は低下傾向にあり2021年は5.1％になった。

出典：国土交通省海事局、国連統計
Clarksons「SHIPPING REVIEW DATABASE」

（注）端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。
出典：国土交通省海事局

（注） 全世界の海上輸送量に対する日本発着貨物量のシェア。
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わが国の貿易に占める海上貨物2
わが国の貿易に占める海上貨物（海運）の割合（トン数ベース）は輸出入合計で2022年時点で99.6％。海運はわが国の貿易に不可欠な
輸送手段となっている。

出典：国土交通省海事局、財務省貿易統計
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①国土交通省「海事レポート」各年版、財務省貿易統計を
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②端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

（注）

2001

2005

2010

2015

2018

2019

2020

2021

2022

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

海上貨物 航空貨物

（単位 : 百万トン）

日本の船会社が実質保有する船腹量は世界第3位の規模である。前年に比べ第2位の中国との差が広がっている。
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わが国の品目別
海上貿易量及び貿易額

3

わが国の貿易は原材料やエネルギー資源に加
え、白物家電や衣類などの消費財を輸入し、
機械や自動車といった付加価値の高い製品を
輸出する構造となっている。
重量ベースでは、輸入が82.1％を占め、この
うち3／4以上を液体貨物、石炭、鉄鉱石が
占めている。一方、金額ベースでは輸出の割
合が43.2％にのぼっている。

世界におけるわが国の荷動き量、GDPシェア4
わが国の荷動き量のシェアは、1992年時点では16.6％であったが、それ以降低下傾向が続き、2021年は7.1％。
同じくわが国のGDPシェアについても、1992年は15.1％で、以降は低下傾向にあり2021年は5.1％になった。

出典：国土交通省海事局、国連統計
Clarksons「SHIPPING REVIEW DATABASE」

（注）端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。
出典：国土交通省海事局

（注） 全世界の海上輸送量に対する日本発着貨物量のシェア。
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わが国の貿易に占める海上貨物（海運）の割合（トン数ベース）は輸出入合計で2022年時点で99.6％。海運はわが国の貿易に不可欠な
輸送手段となっている。
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日本の船会社が実質保有する船腹量は世界第3位の規模である。前年に比べ第2位の中国との差が広がっている。
※日本の船会社が保有する日本籍船及び海外子会社が保有する外国籍船の合計。
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輸送量6
日本商船隊の輸送量の内訳として、三国間輸送の割合は近年40％前後で推移している。

運賃収入7
日本商船隊の運賃収入は、対前年比46.6％増の5兆7,919億円。

出典：国土交通省海事局

（注）①端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。 ②2022年の数値は暫定値。

（注）①端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。②2022年の数値は暫定値。

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

輸送量（億トン）

 

日本籍船  

 

 

日本籍船

外国籍船

三
国
間

輸 

入

輸 

出

外国籍船

外国籍船

 

日本籍船

グラフ内の数値は構成比（％）

11

2.7 0.8 0.4 0.2
4.5

0.2 0.1 0.30.1 0.3　 0.3 0.4

13.1

59.3

21.0

5.3

44.2

28.7

12.3

6.7

4.7

33.4

45.1

12.8

3.6

5.1

21.7

53.6

17.2

2.0 1.8

5.6

6.9

61.1

25.4

0.7

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2019 2020 2021          2022（年）

運賃収入（十億円）
（千円／トン）

乾貨物
油　類

全　体

トン当り運賃の年間平均推移

乾貨物運賃収入

油類運賃収入

運賃収入合計

トン当り運賃の年間平均

38.4

4.2

41.7

9.9

5.6

積取比率5
わが国貿易量に占める日本商船隊の積取比率は、輸出では2014年以降はほぼ増加傾向で、2022年時点では47.3％となった。
輸入では1970年より60～70％周辺で増減を繰り返し、2022年時点では70.3％。 出典：国土交通省海事局
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輸送量6
日本商船隊の輸送量の内訳として、三国間輸送の割合は近年40％前後で推移している。

運賃収入7
日本商船隊の運賃収入は、対前年比46.6％増の5兆7,919億円。

出典：国土交通省海事局

（注）①端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。 ②2022年の数値は暫定値。

（注）①端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。②2022年の数値は暫定値。
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積取比率5
わが国貿易量に占める日本商船隊の積取比率は、輸出では2014年以降はほぼ増加傾向で、2022年時点では47.3％となった。
輸入では1970年より60～70％周辺で増減を繰り返し、2022年時点では70.3％。 出典：国土交通省海事局
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船籍国9
日本商船隊を船籍国（船の登録国）別にみると、日本
籍船は12.9％。外国籍船のうちパナマ籍が最も多く
53.1％のシェアを占める。

日本商船隊を船種別にみると、ばら積み船が一番多く、全体の34％を占めている。

保有形態11

船種10

日本商船隊を保有形態別にみると、 ①日本の船会社
（オペレーター※1とオーナー※2）が保有する日本籍
船、②日本の船会社（オペレーター）の海外子会社が
保有する外国籍船、③日本の船会社（オーナー）の
海外子会社が保有する外国籍船、④その他海外の
船会社が保有する外国籍船の4つに分けられる。

出典：国土交通省海事局

ばら積み船　　　自動車専用船　　　フルコンテナ船　　　一般貨物船　　　油送船　　　
化学薬品船　　　チップ専用船　　　LPG船　　　LNG船　　　その他

端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。（注）

端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。（注）

日本籍船と外国籍船の構成8
日本商船隊は、近年の隻数は2,200～2,300隻代で推移しているが、船の大型化により総トン数は1980年比で2倍近くになっている。
このうち日本籍船は1972年をピークに減少が続いていたが、2008年から増加に転じている。

出典：国土交通省海事局　作成：（公財）日本海事センター

出典：国土交通省海事局 
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（注）「日本海運の現状」/「外航海運の現状」/「海事レポート」
　     運輸省海運局/同国際運輸・観光局/同海上交通局/国土交通省海事局（昭和４０年版～平成２1年版）

　     1960、61年の外国籍船の隻数は対応するデータが入手困難なため省略。

（注）①対象船舶は、2,000総トン以上の外航船舶である。②構成比は隻数による。③年央の値である。④四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
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2010

2013

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2020

2021

2022　　　　

隻数 千総トン 千重量トン 隻数 千総トン 千重量トン構成比（％）隻数 千総トン 千重量トン構成比（％）

外国籍船
日本籍船

（年）

285

1,921

パナマ
日本
リベリア
マーシャル諸島
シンガポール
香港
バハマ
その他
　　合計

53.1 
12.9 
10.2 
6.3 
4.0 
3.2 
2.9 
7.5 

100.0 

隻数船籍国 隻数比（％）
1,171 

285 
225 
138 
88 
71 
63 

165 
2,206 

出典：国土交通省海事局

出典：国土交通省海事局
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※1 オペレーター：船の運航会社。自ら保有する
船のほか、借りてきた船も運航する。

※2 オーナー：船の保有会社。 船の保有・整備
および船員の配乗を行いオペレーターに貸
し出す。

合計
2,206隻

外国籍船
1,921隻（87.1％）

日本籍船
285隻（12.9％）

623隻（28.3％）

（オペレーターの
  海外子会社）

日本の船会社

746隻（33.8％）
（オーナーの海外子会社）
日本の船会社

552隻（25.0％）
海外の船会社 （オペレーター、オーナー）

日本の船会社

2

3

4
1

リベリア
（10.2％）

シンガポール
（4.0％）

バハマ（2.9％）
香港（3.2％）

マーシャル諸島
（6.3％） パナマ

（53.1％）

日本
（12.9％）

その他
（7.5％）

日本籍船と外国籍船が逆転

日本籍船のピーク

日本籍船の減少が底を打つ
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船籍国9
日本商船隊を船籍国（船の登録国）別にみると、日本
籍船は12.9％。外国籍船のうちパナマ籍が最も多く
53.1％のシェアを占める。

日本商船隊を船種別にみると、ばら積み船が一番多く、全体の34％を占めている。

保有形態11

船種10

日本商船隊を保有形態別にみると、 ①日本の船会社
（オペレーター※1とオーナー※2）が保有する日本籍
船、②日本の船会社（オペレーター）の海外子会社が
保有する外国籍船、③日本の船会社（オーナー）の
海外子会社が保有する外国籍船、④その他海外の
船会社が保有する外国籍船の4つに分けられる。

出典：国土交通省海事局

ばら積み船　　　自動車専用船　　　フルコンテナ船　　　一般貨物船　　　油送船　　　
化学薬品船　　　チップ専用船　　　LPG船　　　LNG船　　　その他

端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。（注）

端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。（注）

日本籍船と外国籍船の構成8
日本商船隊は、近年の隻数は2,200～2,300隻代で推移しているが、船の大型化により総トン数は1980年比で2倍近くになっている。
このうち日本籍船は1972年をピークに減少が続いていたが、2008年から増加に転じている。

出典：国土交通省海事局　作成：（公財）日本海事センター

出典：国土交通省海事局 
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（注）「日本海運の現状」/「外航海運の現状」/「海事レポート」
　     運輸省海運局/同国際運輸・観光局/同海上交通局/国土交通省海事局（昭和４０年版～平成２1年版）

　     1960、61年の外国籍船の隻数は対応するデータが入手困難なため省略。

（注）①対象船舶は、2,000総トン以上の外航船舶である。②構成比は隻数による。③年央の値である。④四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
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外国籍船
日本籍船

（年）

285

1,921

パナマ
日本
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香港
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その他
　　合計
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隻数船籍国 隻数比（％）
1,171 
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出典：国土交通省海事局

出典：国土交通省海事局

（年）

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
2005 2010 2015 2016 2017 2018 2019 2020 20222021

（隻）

2,009

2,742

2,561

2,411 2,458 2,496
2,411

2,240 2,283
2,206

※1 オペレーター：船の運航会社。自ら保有する
船のほか、借りてきた船も運航する。

※2 オーナー：船の保有会社。 船の保有・整備
および船員の配乗を行いオペレーターに貸
し出す。

合計
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日本籍船のピーク
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外航海運のドル建て比率と他産業の海外売上比率　1
わが国外航海運の全売上高に占めるドル建て金額の比率は87.4％であり、他産業と比較して為替レートの影響を非常に受けやすい
収支構造となっている。

出典：国土交通省海事局、有価証券報告書

上記①のとおり、外航海運は収入の多くがドル建てのため、
その業績は自国通貨の対米ドルレート為替相場に大きく左右
される。各国通貨の対米ドルレートの変動を指数でみると、
1980年を100とした場合、2022年の日本円は57.97。円換
算した運賃水準が6割近くになった。

対米ドルレート為替相場2

0 　　 10 　　  20　     30 　    40 　　 50 　　 60 　　 70 　　 80 　　 90 　　100（％）

外航海運

自動車

タイヤ・ゴム

精密機械

家電

繊維

造船重機

化学

電気機械

鉄鋼

（注）①外航海運業は、国土交通省「数字で見る海事」
2022年版による。他産業は主要各社の有価
証券報告書により作成。（2021年度の数値）

②海外売上比率＝（海外売上高÷連結売上高）
×100とした。

③外航海運業はドル建て収入分。ただし、
CAF等によりカバーされている分等は除く。

（注）①1995年までは、IMF「International Financial Statistics」による。
　 　  ②ユーロは1998年までドイツマルク。
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出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（指数）
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下図は明治以降、現代までの外航海運大手企業の主な再編の流
れを示したもの。1956年のスエズブーム　後の長期海運不況
はわが国外航海運企業の経営基盤を脆弱にした。政府は海運企
業の経営基盤を強化し、外航船舶を整備する方策として海運再
建整備2法　を制定し、海運企業の集約を図るとともに財政上

の優遇措置を講ずることとした。この集約には、当時の外航海運
企業のほとんどである95社が参加し、6グループの中心である
中核会社を軸に88社となった（1964年、海運集約）。その後、
さらに船社の統合が進み、1999年以降は大手3社体制となって
いる。2017年には大手3社の定期コンテナ船事業が統合された。

※1 スエズブーム：1956年にスエズ運河が封鎖されたことにより、多くの船舶は喜
望峰沖を通航することを余儀なくされた。海運界では航海距離が延びたことに
よる輸送コストの低減を図るため、大型タンカーの建造意欲が盛り上がった。

※2 海運再建整備2法：海運業の再建整備に関する臨時措置法、外航船舶建造融資利 
子補給及び損失補償法及び日本開発銀行に関する外航船舶建造融資利子補給臨
時措置法の一部を改正する法律

作成：（公財）日本海事センター
出典：海事産業研究所「近代日本海事年表」「近代日本海事年表Ⅱ」等
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外航海運のドル建て比率と他産業の海外売上比率　1
わが国外航海運の全売上高に占めるドル建て金額の比率は87.4％であり、他産業と比較して為替レートの影響を非常に受けやすい
収支構造となっている。

出典：国土交通省海事局、有価証券報告書

上記①のとおり、外航海運は収入の多くがドル建てのため、
その業績は自国通貨の対米ドルレート為替相場に大きく左右
される。各国通貨の対米ドルレートの変動を指数でみると、
1980年を100とした場合、2022年の日本円は57.97。円換
算した運賃水準が6割近くになった。

対米ドルレート為替相場2
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（注）①外航海運業は、国土交通省「数字で見る海事」
2022年版による。他産業は主要各社の有価
証券報告書により作成。（2021年度の数値）

②海外売上比率＝（海外売上高÷連結売上高）
×100とした。

③外航海運業はドル建て収入分。ただし、
CAF等によりカバーされている分等は除く。

（注）①1995年までは、IMF「International Financial Statistics」による。
　 　  ②ユーロは1998年までドイツマルク。
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出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（指数）
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下図は明治以降、現代までの外航海運大手企業の主な再編の流
れを示したもの。1956年のスエズブーム　後の長期海運不況
はわが国外航海運企業の経営基盤を脆弱にした。政府は海運企
業の経営基盤を強化し、外航船舶を整備する方策として海運再
建整備2法　を制定し、海運企業の集約を図るとともに財政上

の優遇措置を講ずることとした。この集約には、当時の外航海運
企業のほとんどである95社が参加し、6グループの中心である
中核会社を軸に88社となった（1964年、海運集約）。その後、
さらに船社の統合が進み、1999年以降は大手3社体制となって
いる。2017年には大手3社の定期コンテナ船事業が統合された。

※1 スエズブーム：1956年にスエズ運河が封鎖されたことにより、多くの船舶は喜
望峰沖を通航することを余儀なくされた。海運界では航海距離が延びたことに
よる輸送コストの低減を図るため、大型タンカーの建造意欲が盛り上がった。

※2 海運再建整備2法：海運業の再建整備に関する臨時措置法、外航船舶建造融資利 
子補給及び損失補償法及び日本開発銀行に関する外航船舶建造融資利子補給臨
時措置法の一部を改正する法律

作成：（公財）日本海事センター
出典：海事産業研究所「近代日本海事年表」「近代日本海事年表Ⅱ」等
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輸入輸出 輸入

輸出 輸入

出典：Lloyd’s List One Hundred Ports 2022

出典：Lloyd’s List One Hundred Ports 2022
    

（注）確定値。
      取扱量単位は千TEU。
   　※1 深圳（Shenzhen)は、赤湾（Chiwan）、蛇口（Shekou)、 
      　　塩田（Yantian)の３港の合計。
      ※2 NY ・ NJは、ニューヨーク ・ ニュージャージーの略。 

主要港2021年コンテナ取扱量1
世界主要港の1、2位は前年に引き続き上海、シンガポール。
上位10位港のうち、シンガポール、釜山、ロッテルダムを除く7港を中国の港湾が占める。

主要港コンテナ取扱量の推移（1980、2001、2021年経年比較）2
わが国港湾は、1980年には神戸港（4位）、横浜港（12位）及び東京港（18位）が20位以内に入っていた。2021年時点では東京港は46位
だったが、神戸港、横浜港とも70位以下となった。世界の中でわが国港湾の位置づけは低下している。
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※1 NY ・ NJは、ニューヨーク ・ ニュージャージーの略。
※2 深圳（Shenzhen）は、赤湾（Chiwan）、蛇口（Shekou）、塩田（Yantian）の３港の合計。

※1

わが国の海上貿易量の内訳4
わが国の海上貿易をみると、コンテナ貨物では、輸出入ともにアジア地域内との貿易が6割以上を占めている。
不定期船貨物については、輸出ではアジア域内が約7割、輸入では大洋州や中東等の資源保有国からの輸入がシェアの半分以上を占める。

コンテナの荷動き（推計）3
2022年の世界のコンテナ荷動き量は、184,675,157TEUで前年比1.6%の増加だったが、東アジア域内だけで見ると、前年比5％の減少である。
現在の世界のコンテナ荷動きは、アジア／北米、アジア／欧州の基幹航路よりも東アジア域内の方が圧倒的に多くなっている。

作成：（公財）日本海事センター

出典：財務省貿易統計　
（注） ①2022年の数値。  ②コンテナ貨物と不定期船貨物のデータについては「財務省貿易統計」を基に海事局作成。  ③端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

コンテナ貨物
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日本の地域別海上貿易量の内訳
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SHIPPING NOW 2023-2024／データ編 SHIPPING NOW 2023-2024／データ編

輸入輸出 輸入

輸出 輸入

出典：Lloyd’s List One Hundred Ports 2022

出典：Lloyd’s List One Hundred Ports 2022
    

（注）確定値。
      取扱量単位は千TEU。
   　※1 深圳（Shenzhen)は、赤湾（Chiwan）、蛇口（Shekou)、 
      　　塩田（Yantian)の３港の合計。
      ※2 NY ・ NJは、ニューヨーク ・ ニュージャージーの略。 

主要港2021年コンテナ取扱量1
世界主要港の1、2位は前年に引き続き上海、シンガポール。
上位10位港のうち、シンガポール、釜山、ロッテルダムを除く7港を中国の港湾が占める。

主要港コンテナ取扱量の推移（1980、2001、2021年経年比較）2
わが国港湾は、1980年には神戸港（4位）、横浜港（12位）及び東京港（18位）が20位以内に入っていた。2021年時点では東京港は46位
だったが、神戸港、横浜港とも70位以下となった。世界の中でわが国港湾の位置づけは低下している。

定期航路
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1980年 2001年

（注） 2021年取扱量は確定値。取扱量単位は千TEU。  
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日本

日本

日本
46 東京 4,326日本
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取扱量国 港 取扱量国
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17,798
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港 取扱量国

順位 20年順位 港 国 取扱量 前年比

25

21

18

※1 NY ・ NJは、ニューヨーク ・ ニュージャージーの略。
※2 深圳（Shenzhen）は、赤湾（Chiwan）、蛇口（Shekou）、塩田（Yantian）の３港の合計。

※1

わが国の海上貿易量の内訳4
わが国の海上貿易をみると、コンテナ貨物では、輸出入ともにアジア地域内との貿易が6割以上を占めている。
不定期船貨物については、輸出ではアジア域内が約7割、輸入では大洋州や中東等の資源保有国からの輸入がシェアの半分以上を占める。

コンテナの荷動き（推計）3
2022年の世界のコンテナ荷動き量は、184,675,157TEUで前年比1.6%の増加だったが、東アジア域内だけで見ると、前年比5％の減少である。
現在の世界のコンテナ荷動きは、アジア／北米、アジア／欧州の基幹航路よりも東アジア域内の方が圧倒的に多くなっている。

作成：（公財）日本海事センター

出典：財務省貿易統計　
（注） ①2022年の数値。  ②コンテナ貨物と不定期船貨物のデータについては「財務省貿易統計」を基に海事局作成。  ③端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。
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日本の地域別海上貿易量の内訳
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